
 

＜市場事業＞

市場事業債 市場事業債

（交付税率０） （交付税率０）

＜下水道事業（漁集分）＞

下水道事業債

※【　　】は、基幹事業と効果促進事業を一体としてみた場合の割合
（交付税率０） （交付税率０）

８０％
【２８％】

震災復興特
別交付税

（一般会計繰
入れ分）
８．３％

（１／１２）
【８．３％】

効果促進事業（単独事業想定）【３５】

（漁業集落防災機能強化事業）
５０％（１／２）

【５０％】
２５％（１／４）

【２５％】
８０％

【２８％】

公営企業
負担

７．５％
【７．５％】

震災復興特別交付税
（一般会計繰入れ分）

１７．５％
【１７．５％】

下水道事業債

基幹事業【１００】

（水産業共同利用施設復興整備事業）
６６．７％（２/３）
【６６．７％】

１６．７％（１/６）
【１６．７％】

基幹事業【１００】 効果促進事業（単独事業想定）【３５】

公営企業負担
８．３％
（１/１２）
【８．３％】

地方負担※

２０％

【７％】

地方負担※

２０％

【７％】

※効果促進事業のうち

一部公営企業負担あり

東日本大震災復興交付金 東日本大震災復興交付金

東日本大震災復興交付金 東日本大震災復興交付金

震災復興特別交付税

１．②公営企業の復興事業（一般会計繰出しの特例）

２．震災減収対策企業債について

平成２１年度又は２２年度
資金不足額（ａ）

本年度資金不足見込額（ｂ）

震災減収対策企業債（ｂ－ａ）

償還利子の１／２を一般会計繰出し

東日本大震災による被害状況、被災公営企業の経営状況等を総合的に勘案し、東日本
震災特例法の「特定被災地方公共団体」であって、震災に伴う減免、事業の休止等により
料金収入が減少した団体について、資金手当措置を講じる。

○ 特定被災地方公共団体で地財法に規定する資金不足額が発生又は拡大する団体
は、当該不足額について資金手当に係る企業債が発行できる（震災減収対策企業債）。

○ 発行済の震災減収対策企業債の償還利子の１／２の額を一般会計から繰出し。
なお、当該繰出しには特別交付税措置を講じる。

○ 償還期限は１５年以内

（参考資料 ２／２） 

２ 法適用企業の経営状況  

 

(1) 損益収支 

 

平成２７年度の法適用企業７７事業（７３会計）の経常収益は２，５８８億５１百万円で、前年度

に比べ１６億８２百万円（０．７％）増加している。また、経常費用は２，５０５億７２百万円で、

前年度に比べ２３億５５百万円（０．９％）増加している。この結果、経常収支は８２億７９百万円

の利益を計上し、経常収支比率は１０３．３％と前年度に比べ０．３ポイント低下している。 

経常収支において、利益を計上した会計数及び金額は４３会計で１５０億１９百万円、損失を計上

した会計数及び金額は３０会計で６７億４１百万円となっている。 

経常損失を計上した会計を事業別にみると、病院事業が１８会計中１５会計で５７億３５百万円と

最も多く、以下、交通事業が２会計中１会計で５億１百万円、下水道事業が１１会計中７会計で３億

６７百万円となっている。 

なお、臨時的収支である特別利益と特別損失を含む純損益についてみると、全体で９４億６０百万

円の利益を計上しており、前年度に比べ１７３億８４百万円増加している。 

 

 

(2) 累積欠損金 

 

平成２７年度における累積欠損金は１，９４４億９７百万円で、前年度に比べ７４億３８百万円

（３．７％）減少している。累積欠損金を有する会計数は全体の４７．９％に当たる３５会計で、前

年度に比べ１会計（２．８％）減少している。 

累積欠損金を有する会計を事業別にみると、交通事業が２会計全てで９２５億４４百万円と最も多

く、以下、病院事業が１８会計中１６会計で８２０億８５百万円、ガス事業が２会計全てで１３０億

９６百万円、下水道事業が１１会計中９会計で５６億４１百万円、水道事業が３３会計中３会計で

９億５６百万円となっている。 

 

 

(3) 不良債務 

 

平成２７年度において、不良債務（資金不足額）を有する会計数は、交通事業が２会計、病院事業

が２会計、下水道事業が３会計、その他事業が１会計の合わせて８会計で、全体の１１．０％となっ

ている。 

不良債務総額は３５億２０百万円で、前年度に比べ５４百万円（１．５％）減少している。これを

事業別にみると、交通事業が２１億円で最も多く、以下、下水道事業が１０億５９百万円となってい

る。 

なお、営業収益に対する不良債務比率は１．６％となっている。 

 

 

(4) 資金不足比率 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金不足比率については、２５３ページを

参照のこと。 
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第１２表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年度

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 233,541 237,150 239,202 261,848 263,031 1,183 0.5

B 225,183 235,002 238,046 257,169 258,851 1,682 0.7

C 195,845 211,259 215,068 216,657 218,546 1,890 0.9

う ち 料 金 収 入 175,913 191,023 194,283 194,709 196,025 1,315 0.7

うち受託工事収益 D 1,231 1,151 1,358 1,769 1,518 ▲251 ▲14.2

8,359 2,148 1,156 4,679 4,181 ▲498 ▲10.6

E 248,183 231,537 232,309 269,772 253,572 ▲16,200 ▲6.0

F 223,205 225,325 229,623 248,217 250,572 2,355 0.9

202,154 206,177 212,215 231,256 233,392 2,136 0.9

う ち 職 員 給 与 費 57,775 56,361 56,182 57,151 58,320 1,169 2.0

17,871 16,593 14,815 13,524 13,031 ▲494 ▲3.6

24,977 6,213 2,686 21,555 3,000 ▲18,555 ▲86.1

1,978 9,678 8,423 8,952 8,279 ▲674 ▲7.5

8,422 13,842 14,304 15,020 15,019 ▲1 0.0

G 6,444 4,164 5,880 6,068 6,741 672 11.1

▲14,641 5,613 6,893 ▲7,924 9,460 17,384 ―

5,616 11,157 12,960 9,984 16,001 6,017 60.3

20,257 5,544 6,067 17,908 6,541 ▲11,366 ▲63.5

H 221,520 215,896 208,036 201,935 194,497 ▲7,438 ▲3.7

I 3,937 3,082 2,332 3,574 3,520 ▲54 ▲1.5

B/F 100.9 104.3 103.7 103.6 103.3 ▲0.3 ―

A/E 94.1 102.4 103.0 97.1 103.7 6.7 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 3.3 2.0 2.8 2.8 3.1 0.3 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 113.8 102.8 97.3 94.0 89.6 ▲4.4 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 2.0 1.5 1.1 1.7 1.6 ▲0.0 ―

J 74 73 73 73 73 0 0.0

K 40 31 41 34 30 ▲4 ▲11.8

L 46 43 43 36 35 ▲1 ▲2.8

M 7 7 7 8 8 0 0.0

経常損失を生じた事業数 K/J 54.1 42.5 56.9 46.6 41.1 ▲5.5 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 62.2 58.9 59.7 49.3 47.9 ▲1.4 ―

不良債務を有する事業数 M/J 9.5 9.6 9.7 11.0 11.0 0.0 ―

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　目

経 常 収 益

不良債務を有する事業数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期
借入金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －
（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）

経 常 損 失

累積欠損金を有する事業数

経常損失を生じた事業数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

 

第１３表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

（単位：百万円、％） 

事業名

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院 下水道

A 263,031 64,146 9 27,896 39,731 91,272 38,819 1,008 151

B 258,851 63,530 9 27,896 38,532 89,312 38,413 1,008 151

C 218,546 56,316 8 20,205 37,616 78,146 25,224 992 40

う ち 料 金 収 入 196,025 53,928 8 18,830 32,806 70,866 18,571 975 40

うち受託工事収益 D 1,518 274 0 0 1,198 0 46 0 0

うち他会計繰入金 E 11,148 242 0 0 0 4,311 6,595 0 0

40,304 7,215 2 7,691 916 11,166 13,189 16 111

うち他会計繰入金 F 16,596 1,253 0 5,211 160 7,489 2,434 8 41

4,181 616 0 0 1,199 1,960 406 0 0

G 1,239 3 0 0 0 1,202 33 0 0

H 253,572 57,260 7 26,553 36,472 96,139 35,907 1,082 152

I 250,572 56,554 7 26,552 36,449 95,000 34,801 1,056 152

233,392 52,888 7 24,852 35,390 89,882 29,199 1,021 151

う ち 職 員 給 与 費 58,320 6,138 0 7,001 3,143 40,105 1,398 503 32

13,031 3,214 0 1,579 981 1,755 5,477 25 0

3,000 705 0 2 22 1,138 1,105 27 0

8,279 6,976 2 1,344 2,083 ▲ 5,689 3,612 ▲ 47 ▲ 2

15,019 7,052 2 1,845 2,086 46 3,979 10 0

J 6,741 76 0 501 3 5,735 367 58 2

9,460 6,886 2 1,343 3,260 ▲ 4,867 2,912 ▲ 74 ▲ 2

16,001 7,100 2 1,845 3,266 182 3,596 10 0

6,541 214 0 502 7 5,049 684 84 2

K 194,497 956 0 92,544 13,096 82,085 5,641 174 2

L 3,520 0 0 2,100 0 226 1,059 0 134

B/I 103.3 112.3 125.3 105.1 105.7 94.0 110.4 95.5 98.9

A/H 103.7 112.0 125.3 105.1 108.9 94.9 108.1 93.1 98.9

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 3.1 0.1 0.0 2.5 0.0 7.3 1.5 5.8 4.1

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 89.6 1.7 0.0 458.0 36.0 105.0 22.4 17.6 4.2

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 1.6 0.0 0.0 10.4 0.0 0.3 4.2 0.0 334.7

M 73 33 1 2 2 18 11 5 1

N 30 3 0 1 1 15 7 2 1

O 35 3 0 2 2 16 9 2 1

P 8 0 0 2 0 2 3 0 1

経常損失を生じた事業数 N/M 41.1 9.1 0.0 50.0 50.0 83.3 63.6 40.0 100.0

累積欠損金を有する事業数 O/M 47.9 9.1 0.0 100.0 100.0 88.9 81.8 40.0 100.0

不良債務を有する事業数 P/M 11.0 0.0 0.0 100.0 0.0 11.1 27.3 0.0 100.0

他会計繰入金の額 E+F+G 28,983 1,498 0 5,211 160 13,002 9,063 8 41

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 11.0 2.3 0.0 18.7 0.4 14.2 23.3 0.8 27.4

その他

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経常損失を生じた事業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不良債務を有する事業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入金－地方債に関す
る省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越
される支出の財源充当額）

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合
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第１２表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年度

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 233,541 237,150 239,202 261,848 263,031 1,183 0.5

B 225,183 235,002 238,046 257,169 258,851 1,682 0.7

C 195,845 211,259 215,068 216,657 218,546 1,890 0.9

う ち 料 金 収 入 175,913 191,023 194,283 194,709 196,025 1,315 0.7

うち受託工事収益 D 1,231 1,151 1,358 1,769 1,518 ▲251 ▲14.2

8,359 2,148 1,156 4,679 4,181 ▲498 ▲10.6

E 248,183 231,537 232,309 269,772 253,572 ▲16,200 ▲6.0

F 223,205 225,325 229,623 248,217 250,572 2,355 0.9

202,154 206,177 212,215 231,256 233,392 2,136 0.9

う ち 職 員 給 与 費 57,775 56,361 56,182 57,151 58,320 1,169 2.0

17,871 16,593 14,815 13,524 13,031 ▲494 ▲3.6

24,977 6,213 2,686 21,555 3,000 ▲18,555 ▲86.1

1,978 9,678 8,423 8,952 8,279 ▲674 ▲7.5

8,422 13,842 14,304 15,020 15,019 ▲1 0.0

G 6,444 4,164 5,880 6,068 6,741 672 11.1

▲14,641 5,613 6,893 ▲7,924 9,460 17,384 ―

5,616 11,157 12,960 9,984 16,001 6,017 60.3

20,257 5,544 6,067 17,908 6,541 ▲11,366 ▲63.5

H 221,520 215,896 208,036 201,935 194,497 ▲7,438 ▲3.7

I 3,937 3,082 2,332 3,574 3,520 ▲54 ▲1.5

B/F 100.9 104.3 103.7 103.6 103.3 ▲0.3 ―

A/E 94.1 102.4 103.0 97.1 103.7 6.7 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 3.3 2.0 2.8 2.8 3.1 0.3 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 113.8 102.8 97.3 94.0 89.6 ▲4.4 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 2.0 1.5 1.1 1.7 1.6 ▲0.0 ―

J 74 73 73 73 73 0 0.0

K 40 31 41 34 30 ▲4 ▲11.8

L 46 43 43 36 35 ▲1 ▲2.8

M 7 7 7 8 8 0 0.0

経常損失を生じた事業数 K/J 54.1 42.5 56.9 46.6 41.1 ▲5.5 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 62.2 58.9 59.7 49.3 47.9 ▲1.4 ―

不良債務を有する事業数 M/J 9.5 9.6 9.7 11.0 11.0 0.0 ―

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　目

経 常 収 益

不良債務を有する事業数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期
借入金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －
（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）

経 常 損 失

累積欠損金を有する事業数

経常損失を生じた事業数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

 

第１３表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

（単位：百万円、％） 

事業名

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院 下水道

A 263,031 64,146 9 27,896 39,731 91,272 38,819 1,008 151

B 258,851 63,530 9 27,896 38,532 89,312 38,413 1,008 151

C 218,546 56,316 8 20,205 37,616 78,146 25,224 992 40

う ち 料 金 収 入 196,025 53,928 8 18,830 32,806 70,866 18,571 975 40

うち受託工事収益 D 1,518 274 0 0 1,198 0 46 0 0

うち他会計繰入金 E 11,148 242 0 0 0 4,311 6,595 0 0

40,304 7,215 2 7,691 916 11,166 13,189 16 111

うち他会計繰入金 F 16,596 1,253 0 5,211 160 7,489 2,434 8 41

4,181 616 0 0 1,199 1,960 406 0 0

G 1,239 3 0 0 0 1,202 33 0 0

H 253,572 57,260 7 26,553 36,472 96,139 35,907 1,082 152

I 250,572 56,554 7 26,552 36,449 95,000 34,801 1,056 152

233,392 52,888 7 24,852 35,390 89,882 29,199 1,021 151

う ち 職 員 給 与 費 58,320 6,138 0 7,001 3,143 40,105 1,398 503 32

13,031 3,214 0 1,579 981 1,755 5,477 25 0

3,000 705 0 2 22 1,138 1,105 27 0

8,279 6,976 2 1,344 2,083 ▲ 5,689 3,612 ▲ 47 ▲ 2

15,019 7,052 2 1,845 2,086 46 3,979 10 0

J 6,741 76 0 501 3 5,735 367 58 2

9,460 6,886 2 1,343 3,260 ▲ 4,867 2,912 ▲ 74 ▲ 2

16,001 7,100 2 1,845 3,266 182 3,596 10 0

6,541 214 0 502 7 5,049 684 84 2

K 194,497 956 0 92,544 13,096 82,085 5,641 174 2

L 3,520 0 0 2,100 0 226 1,059 0 134

B/I 103.3 112.3 125.3 105.1 105.7 94.0 110.4 95.5 98.9

A/H 103.7 112.0 125.3 105.1 108.9 94.9 108.1 93.1 98.9

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 3.1 0.1 0.0 2.5 0.0 7.3 1.5 5.8 4.1

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 89.6 1.7 0.0 458.0 36.0 105.0 22.4 17.6 4.2

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 1.6 0.0 0.0 10.4 0.0 0.3 4.2 0.0 334.7

M 73 33 1 2 2 18 11 5 1

N 30 3 0 1 1 15 7 2 1

O 35 3 0 2 2 16 9 2 1

P 8 0 0 2 0 2 3 0 1

経常損失を生じた事業数 N/M 41.1 9.1 0.0 50.0 50.0 83.3 63.6 40.0 100.0

累積欠損金を有する事業数 O/M 47.9 9.1 0.0 100.0 100.0 88.9 81.8 40.0 100.0

不良債務を有する事業数 P/M 11.0 0.0 0.0 100.0 0.0 11.1 27.3 0.0 100.0

他会計繰入金の額 E+F+G 28,983 1,498 0 5,211 160 13,002 9,063 8 41

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 11.0 2.3 0.0 18.7 0.4 14.2 23.3 0.8 27.4

その他

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経常損失を生じた事業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不良債務を有する事業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入金－地方債に関す
る省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越
される支出の財源充当額）

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合
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(5) 資本収支 

 

平成２７年度における建設改良費等の資本的支出は１，８０７億５３百万円で、前年度に比べ

１４６億２８百万円（８．８％）増加している。 

その内訳をみると、建設改良費が１，１９０億２７百万円で、前年度に比べ１０１億３９百万円

（９．３％）の増加、企業債償還金が５８５億１９百万円で、前年度に比べ１８億６９百万円（３．３％）

の増加、その他が３２億７百万円で、前年度に比べ２６億２０百万円（４４６．５％）の増加となっ

ている。 

また、資本的収入については１，３０３億７６百万円で、前年度に比べ１４８億５７百万円

（１２．９％）増加している。 

資本的収入の財源内訳をみると、企業債が５０７億８６百万円で、前年度に比べ３５億７９百万円

（６．６％）の減少、他会計繰入金が３１２億２２百万円で、前年度に比べ５億１４百万円（１．７％）

の増加、その他が４８３億６８百万円で、前年度に比べ１７９億２１百万円（５８．９％）の増加と

なっている。 

 

第１４表 法適用企業の資本的収支の状況 

〔年度別〕                               （単位：百万円、％） 

年　度

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

99,051 112,475 134,130 115,519 130,376 14,857 12.9

53,325 44,928 70,789 54,365 50,786 ▲3,579 ▲6.6

26,581 33,493 31,642 30,708 31,222 514 1.7

151,979 158,628 184,450 166,125 180,753 14,628 8.8

84,722 97,510 106,782 108,888 119,027 10,139 9.3

66,284 59,910 77,032 56,650 58,519 1,869 3.3

1 48 20 0 144 144 147,298.0

52,928 46,201 50,340 50,606 50,521 ▲85 ▲0.2

50,035 44,530 47,033 48,428 48,137 ▲291 ▲0.6

2,893 1,671 3,307 2,177 2,384 206 9.5財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

う ち 企 業 債

対前年度比較

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業別〕                                 （単位：百万円） 

年　度

18,935 0 37,117 3,133 29,145 42,045 0 1

7,628 0 18,352 2,112 6,553 16,141 0 0

3,100 0 13,414 508 6,212 7,988 0 1

36,437 0 46,858 9,989 31,926 55,444 82 18

25,705 0 35,784 3,533 20,346 33,622 20 18

10,724 0 11,073 4,552 10,317 21,790 62 0

0 0 0 0 144 0 0 0

17,502 0 9,740 6,856 2,925 13,400 82 17

17,490 0 7,729 6,856 2,863 13,100 82 17

11 0 2,011 0 62 299 0 0

工 業 用
水 道

交 通 ガ ス水 道

補 て ん 財 源

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

そ の 他

ｂ　　　の　　　事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

資 本 的 収 入

病 院
項　目
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(5) 資本収支 

 

平成２７年度における建設改良費等の資本的支出は１，８０７億５３百万円で、前年度に比べ

１４６億２８百万円（８．８％）増加している。 

その内訳をみると、建設改良費が１，１９０億２７百万円で、前年度に比べ１０１億３９百万円

（９．３％）の増加、企業債償還金が５８５億１９百万円で、前年度に比べ１８億６９百万円（３．３％）

の増加、その他が３２億７百万円で、前年度に比べ２６億２０百万円（４４６．５％）の増加となっ

ている。 

また、資本的収入については１，３０３億７６百万円で、前年度に比べ１４８億５７百万円

（１２．９％）増加している。 

資本的収入の財源内訳をみると、企業債が５０７億８６百万円で、前年度に比べ３５億７９百万円

（６．６％）の減少、他会計繰入金が３１２億２２百万円で、前年度に比べ５億１４百万円（１．７％）

の増加、その他が４８３億６８百万円で、前年度に比べ１７９億２１百万円（５８．９％）の増加と

なっている。 

 

第１４表 法適用企業の資本的収支の状況 

〔年度別〕                               （単位：百万円、％） 

年　度

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

99,051 112,475 134,130 115,519 130,376 14,857 12.9

53,325 44,928 70,789 54,365 50,786 ▲3,579 ▲6.6

26,581 33,493 31,642 30,708 31,222 514 1.7

151,979 158,628 184,450 166,125 180,753 14,628 8.8

84,722 97,510 106,782 108,888 119,027 10,139 9.3

66,284 59,910 77,032 56,650 58,519 1,869 3.3

1 48 20 0 144 144 147,298.0

52,928 46,201 50,340 50,606 50,521 ▲85 ▲0.2

50,035 44,530 47,033 48,428 48,137 ▲291 ▲0.6

2,893 1,671 3,307 2,177 2,384 206 9.5財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

う ち 企 業 債

対前年度比較

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業別〕                                 （単位：百万円） 

年　度

18,935 0 37,117 3,133 29,145 42,045 0 1

7,628 0 18,352 2,112 6,553 16,141 0 0

3,100 0 13,414 508 6,212 7,988 0 1

36,437 0 46,858 9,989 31,926 55,444 82 18

25,705 0 35,784 3,533 20,346 33,622 20 18

10,724 0 11,073 4,552 10,317 21,790 62 0

0 0 0 0 144 0 0 0

17,502 0 9,740 6,856 2,925 13,400 82 17

17,490 0 7,729 6,856 2,863 13,100 82 17

11 0 2,011 0 62 299 0 0

工 業 用
水 道

交 通 ガ ス水 道

補 て ん 財 源

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

そ の 他

ｂ　　　の　　　事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

資 本 的 収 入

病 院
項　目
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(6) 財政状況 

 

地方公営企業の資産総額は１兆７，３９２億３８百万円で、前年度に比べ５７７億１９百万円

（３．４％）増加している。 

一方、資産に運用された収入源泉をみると、負債が１兆３，９５０億８７百万円、資本が３，４４１億

５１百万円となっており、前年度に比べ負債が２９５億２百万円（２．２％）増加し、資本が２８２億

１７百万円（８．９％）増加している。 

 

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 
この結果、自己資本構成比率（ 

負 債 ・ 資 本 合 計 
×１００）は 

５４．８％で、前年度に比べ２．６ポイント上昇している。 

流動資産 
流動比率（ 

流動負債 
×１００）は１１９．４％で、前年度に比べ５．９ポイント上昇してお 

現金預金 
り流動比率のうち、現金預金分のみの比率を算出した現金比率（

流動負債 
×１００）について 

は、前年度に比べ５．８ポイント上昇の８５．６％となっている。 

固定資産 
固定比率（ 

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 
×１００）は１６７．７％で、前年度に

比べ７．７ポイント低下している。 

 

 

(7) 費用構成比 

 

経常費用から受託工事費、附帯事業費並びに材料及び不良品売却原価を除いた経費に対する各性質

別費用の構成比が大きい主な費用は、職員給与費が２３．４％で最も大きく、次いで減価償却費が

２３．０％、委託料が１０．５％、支払利息が５．２％となっている。 

これを事業別にみると、交通事業、病院事業及び介護サービス事業は、その運営に多くの人員を要

すること等により職員給与費が高い割合を占めている。 

また、水道事業、工業用水道事業、交通事業及び下水道事業については、建設投資の規模が大きい

こと等により支払利息及び減価償却費の割合が高くなっており、ガス事業については、原材料費及び

購入ガス費の割合が高くなっている。 

 

 

第１５表 財政状況の推移 

（単位：百万円、％） 

23 24 25 26 27 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

１　固定資産 1,622,571 1,666,185 1,726,297 1,539,905 1,599,672 92.0 59,767 3.9

(1) 有 形 固 定 資 産 1,602,228 1,647,299 1,707,267 1,516,150 1,576,347 90.6 60,197 4.0

(2) 無 形 固 定 資 産 17,850 17,394 16,879 19,864 18,345 1.1 ▲1,519 ▲7.6

(3) 投 資 等 2,493 1,492 2,151 3,890 4,980 0.3 1,089 28.0

２　流動資産 121,831 127,052 133,902 141,488 139,513 8.0 ▲1,975 ▲1.4

(1) 現 金 預 金 85,859 89,642 92,033 99,446 99,994 5.7 548 0.6

(2) 未 収 金 等 29,054 28,031 30,820 32,563 34,263 2.0 1,699 5.2

(3) 貸倒引当金（▲）  ―  ―  ― 369 355 0.0 ▲14 ▲3.8

(4) 貯 蔵 品 1,389 1,415 1,459 1,471 1,560 0.1 89 6.1

(5) そ の 他 5,528 7,965 9,589 8,377 4,051 0.2 ▲4,326 ▲51.6

３　繰延資産 1,538 1,477 1,872 126 53 0.0 ▲73 ▲57.8

1,745,940 1,794,714 1,862,071 1,681,519 1,739,238 100.0 57,719 3.4

４　固定負債 100,926 103,211 106,925 679,179 668,653 47.9 ▲10,526 ▲1.5

(1) 建設改良等企業債  ―  ―  ― 640,583 635,776 45.6 ▲4,807 ▲0.8

(2) その他の企業債  ―  ―  ― 1,882 1,377 0.1 ▲505 ▲26.8

(3) 再 建 債  ―  ―  ― 4,788 3,040 0.2 ▲1,748 ▲36.5

(4) 建設改良等長期借入金  ―  ―  ― 9,733 10,375 0.7 642 6.6

(5) その他の長期借入金  ―  ―  ― 3,664 1,210 0.1 ▲2,454 ▲67.0

(6) 引 当 金  ―  ―  ― 14,865 14,131 1.0 ▲733 ▲4.9

(7) リ ー ス 債 務  ―  ―  ― 2,089 2,008 0.1 ▲81 ▲3.9

(8) そ の 他 2,424 1,316 1,054 1,575 735 0.1 ▲840 ▲53.3

５　流動負債 56,539 55,086 58,679 124,720 116,831 8.4 ▲7,890 ▲6.3

(1) 建設改良等企業債  ―  ―  ― 57,385 58,198 4.2 813 1.4

(2) その他の企業債  ―  ―  ― 599 146 0.0 ▲453 ▲75.7

(3) 建設改良等長期借入金  ―  ―  ― 37 22 0.0 ▲15 ▲41.1

(4) その他の長期借入金  ―  ―  ― 4 4 0.0 0 0.1

(5) 引 当 金  ―  ―  ― 3,737 4,020 0.3 284 7.6

(6) リ ー ス 債 務  ―  ―  ― 372 357 0.0 ▲16 ▲4.2

(7) 一 時 借 入 金 3,540 4,726 3,095 1,840 3,396 0.2 1,556 84.6

(8) 未 払 金 等 40,231 41,359 46,937 50,049 41,707 3.0 ▲8,342 ▲16.7

(9) 前受金及び前受収益  ―  ―  ― 3,607 2,267 0.2 ▲1,340 ▲37.1

(10) そ の 他 12,768 9,001 8,647 7,092 6,715 0.5 ▲377 ▲5.3

６　繰延収益　  ―  ―  ― 561,686 609,604 43.7 47,918 8.5

(1) 長 期 前 受 金  ―  ―  ― 873,019 936,815 67.2 63,796 7.3

(2)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

 ―  ―  ― 311,334 327,211 23.5 15,878 5.1

157,465 158,298 165,605 1,365,585 1,395,087 100.0 29,502 2.2

７　資 本 金 984,445 980,921 985,807 381,602 451,406 ― 69,804 18.3

８　剰 余 金　 604,030 655,495 710,660 ▲65,668 ▲107,254 ― ▲41,587 63.3

(1) 資 本 剰 余 金 811,277 854,643 901,058 61,846 56,755 ― ▲5,091 ▲8.2

(2) 利 益 剰 余 金 ▲207,247 ▲199,147 ▲190,398 ▲127,514 ▲164,010 ― ▲36,496 28.6

 ―  ―  ― 0 0 ― 0 ―

1,588,475 1,636,416 1,696,467 315,934 344,151 ― 28,217 8.9

1,745,940 1,794,714 1,862,071 1,681,519 1,739,238  ― 57,719 3.4負 債 ・ 資 本 合 計

年　度
ｂの

構成比

対前年度比較

項　目

資 産 合 計

負 債 合 計

９　その他有価証券
　　評価差額金

資 本 合 計
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(6) 財政状況 

 

地方公営企業の資産総額は１兆７，３９２億３８百万円で、前年度に比べ５７７億１９百万円

（３．４％）増加している。 

一方、資産に運用された収入源泉をみると、負債が１兆３，９５０億８７百万円、資本が３，４４１億

５１百万円となっており、前年度に比べ負債が２９５億２百万円（２．２％）増加し、資本が２８２億

１７百万円（８．９％）増加している。 

 

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 
この結果、自己資本構成比率（ 

負 債 ・ 資 本 合 計 
×１００）は 

５４．８％で、前年度に比べ２．６ポイント上昇している。 

流動資産 
流動比率（ 

流動負債 
×１００）は１１９．４％で、前年度に比べ５．９ポイント上昇してお 

現金預金 
り流動比率のうち、現金預金分のみの比率を算出した現金比率（

流動負債 
×１００）について 

は、前年度に比べ５．８ポイント上昇の８５．６％となっている。 

固定資産 
固定比率（ 

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 
×１００）は１６７．７％で、前年度に

比べ７．７ポイント低下している。 

 

 

(7) 費用構成比 

 

経常費用から受託工事費、附帯事業費並びに材料及び不良品売却原価を除いた経費に対する各性質

別費用の構成比が大きい主な費用は、職員給与費が２３．４％で最も大きく、次いで減価償却費が

２３．０％、委託料が１０．５％、支払利息が５．２％となっている。 

これを事業別にみると、交通事業、病院事業及び介護サービス事業は、その運営に多くの人員を要

すること等により職員給与費が高い割合を占めている。 

また、水道事業、工業用水道事業、交通事業及び下水道事業については、建設投資の規模が大きい

こと等により支払利息及び減価償却費の割合が高くなっており、ガス事業については、原材料費及び

購入ガス費の割合が高くなっている。 

 

 

第１５表 財政状況の推移 

（単位：百万円、％） 

23 24 25 26 27 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

１　固定資産 1,622,571 1,666,185 1,726,297 1,539,905 1,599,672 92.0 59,767 3.9

(1) 有 形 固 定 資 産 1,602,228 1,647,299 1,707,267 1,516,150 1,576,347 90.6 60,197 4.0

(2) 無 形 固 定 資 産 17,850 17,394 16,879 19,864 18,345 1.1 ▲1,519 ▲7.6

(3) 投 資 等 2,493 1,492 2,151 3,890 4,980 0.3 1,089 28.0

２　流動資産 121,831 127,052 133,902 141,488 139,513 8.0 ▲1,975 ▲1.4

(1) 現 金 預 金 85,859 89,642 92,033 99,446 99,994 5.7 548 0.6

(2) 未 収 金 等 29,054 28,031 30,820 32,563 34,263 2.0 1,699 5.2

(3) 貸倒引当金（▲）  ―  ―  ― 369 355 0.0 ▲14 ▲3.8

(4) 貯 蔵 品 1,389 1,415 1,459 1,471 1,560 0.1 89 6.1

(5) そ の 他 5,528 7,965 9,589 8,377 4,051 0.2 ▲4,326 ▲51.6

３　繰延資産 1,538 1,477 1,872 126 53 0.0 ▲73 ▲57.8

1,745,940 1,794,714 1,862,071 1,681,519 1,739,238 100.0 57,719 3.4

４　固定負債 100,926 103,211 106,925 679,179 668,653 47.9 ▲10,526 ▲1.5

(1) 建設改良等企業債  ―  ―  ― 640,583 635,776 45.6 ▲4,807 ▲0.8

(2) その他の企業債  ―  ―  ― 1,882 1,377 0.1 ▲505 ▲26.8

(3) 再 建 債  ―  ―  ― 4,788 3,040 0.2 ▲1,748 ▲36.5

(4) 建設改良等長期借入金  ―  ―  ― 9,733 10,375 0.7 642 6.6

(5) その他の長期借入金  ―  ―  ― 3,664 1,210 0.1 ▲2,454 ▲67.0

(6) 引 当 金  ―  ―  ― 14,865 14,131 1.0 ▲733 ▲4.9

(7) リ ー ス 債 務  ―  ―  ― 2,089 2,008 0.1 ▲81 ▲3.9

(8) そ の 他 2,424 1,316 1,054 1,575 735 0.1 ▲840 ▲53.3

５　流動負債 56,539 55,086 58,679 124,720 116,831 8.4 ▲7,890 ▲6.3

(1) 建設改良等企業債  ―  ―  ― 57,385 58,198 4.2 813 1.4

(2) その他の企業債  ―  ―  ― 599 146 0.0 ▲453 ▲75.7

(3) 建設改良等長期借入金  ―  ―  ― 37 22 0.0 ▲15 ▲41.1

(4) その他の長期借入金  ―  ―  ― 4 4 0.0 0 0.1

(5) 引 当 金  ―  ―  ― 3,737 4,020 0.3 284 7.6

(6) リ ー ス 債 務  ―  ―  ― 372 357 0.0 ▲16 ▲4.2

(7) 一 時 借 入 金 3,540 4,726 3,095 1,840 3,396 0.2 1,556 84.6

(8) 未 払 金 等 40,231 41,359 46,937 50,049 41,707 3.0 ▲8,342 ▲16.7

(9) 前受金及び前受収益  ―  ―  ― 3,607 2,267 0.2 ▲1,340 ▲37.1

(10) そ の 他 12,768 9,001 8,647 7,092 6,715 0.5 ▲377 ▲5.3

６　繰延収益　  ―  ―  ― 561,686 609,604 43.7 47,918 8.5

(1) 長 期 前 受 金  ―  ―  ― 873,019 936,815 67.2 63,796 7.3

(2)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

 ―  ―  ― 311,334 327,211 23.5 15,878 5.1

157,465 158,298 165,605 1,365,585 1,395,087 100.0 29,502 2.2

７　資 本 金 984,445 980,921 985,807 381,602 451,406 ― 69,804 18.3

８　剰 余 金　 604,030 655,495 710,660 ▲65,668 ▲107,254 ― ▲41,587 63.3

(1) 資 本 剰 余 金 811,277 854,643 901,058 61,846 56,755 ― ▲5,091 ▲8.2

(2) 利 益 剰 余 金 ▲207,247 ▲199,147 ▲190,398 ▲127,514 ▲164,010 ― ▲36,496 28.6

 ―  ―  ― 0 0 ― 0 ―

1,588,475 1,636,416 1,696,467 315,934 344,151 ― 28,217 8.9

1,745,940 1,794,714 1,862,071 1,681,519 1,739,238  ― 57,719 3.4負 債 ・ 資 本 合 計

年　度
ｂの

構成比

対前年度比較

項　目

資 産 合 計

負 債 合 計

９　その他有価証券
　　評価差額金

資 本 合 計
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21.0

34.4

47.1

2.1

4.4

1.9

15.9

36.8

11.6

24.7

27

23
その他

23.4

26.3

5.2

5.9

23.0

25.8

1.2

1.4

3.4

3.8

10.5

11.8

33.2

25.1

27

23
全事業

職員給与費（A） 支払利息（B） 減価償却費（C） 動力費（D） 修繕費（E） 委託料（F） その他（G）

10.9

13.3

5.7

7.9

29.8

28.4

1.9

1.7

6.6

6.4

11.3

8.0

25.6

27.6

8.1

6.7

27

23
水 道

（含簡水）

（A） （B） （C） （D） （E） （F） その他（H）受水費（G）

0.0

0.0

41.2

29.1

14.4

16.0

0.0

10.6

39.5

36.1

4.9

8.1

27

23
工業用水道

（C） （D） （E） （F） （G）

26.4

33.0

5.9

9.3

29.2

18.8

3.6

4.2

9.6

10.9

14.1

11.2

11.1

12.5

27

23
交 通

（A） （B） （C） （D） （E） （F） （G）

8.9

9.9

2.8

3.9

12.6

12.6

4.2

11.6

4.3

4.9

59.8

47.6

7.4

9.5

27

23
ガ ス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 原材料費及び購入ガス費（G）

42.2

45.9

1.8

2.0

8.2

5.0

0.5

0.9

12.2

11.4

17.9

17.5

17.2

17.3

27

23
病 院

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

4.0

6.4

15.8

30.5

58.3

38.4

2.9

1.8

0.8

0.5

8.0

10.1

10.3

12.2

27

23
下水道

（A） （B） （C） （G）（E）（D） （F）

47.7

54.3

2.4

3.0

4.9

4.4

1.1

2.0

13.4

12.4

5.2

5.1

25.4

18.8

27

23
介護サービス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

（年度） （％）

法適用企業の費用構成比

（注） １ ガス、病院及び介護サービス事業の「動力費」は統計上、その他に区分しており、交通事業の「動力費」は動力費
又は燃料油脂費の数値である。

２ 費用からは受託工事費、附帯事業費、材料及び不良品売却原価を除いている。

費用総額

（百万円）

221,855

54,396

56,149

10

26,552

22,424

34,877

81,300

248,925

7

35,257

95,000

27,722

34,752

1,063

1,056

（A）

63

152

（C） （E） （F） （G）（A）

 

３ 法非適用企業の経営状況  

 

(1) 収益的収支 

 

地方公営企業法を適用せず、官公庁会計方式で会計処理を行っている法非適用企業１０７事業の平

成２７年度における総収益は５４５億７８百万円で、前年度に比べ８９億４７百万円（１９．６％）

増加している。また、総費用は２７４億４２百万円で、前年度に比べ１１億５１百万円（４．４％）

増加している。 

この結果、収支差引は２７１億３６百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が７７億９５百

万円（４０．３％）増加している。 

 

 

(2) 資本的収支 

 

資本的収入は７０６億３９百万円で、前年度に比べ６１億７２百万円（９．６％）増加している。

また、資本的支出は８６５億２１百万円で、前年度に比べ１３３億７８百万円（１８．３％）増加し

ている。 

この結果、収支差引は１５８億８２百万円の赤字となっており、前年度に比べ赤字が７２億６百万

円（８３．０％）増加している。 

なお、資本的収入のうち、地方債が１８５億８９百万円で、前年度に比べ９億９１百万円（５．１％）

の減少、資本的支出のうち、建設改良費が５２０億４４百万円で、前年度に比べ１３９億８３百万円

（３６．７％）の増加、地方債償還金が２９７億２５百万円で、前年度に比べ２８億４３百万円

（１０．６％）の増加となっている。 

 

 

(3) 実質収支 

 

収益的収支と資本的収支を合算し、これに繰上充用及び繰越財源等を調整した実質収支は、

１０３億４５百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が６３億３９百万円（１５８．３％）増

加している。 

なお、実質収支は１０６会計で黒字となっており、赤字となった会計は１会計である。これは、法

非適用事業から法適用事業への移行に伴うものである。 

 

 

(4) 資金不足比率 

 

法非適用企業では、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金不足は生じていない。 
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